








様式 - 1 

様式-１ 

 

参 集 職 員 報 告 書 

年  月  日 

 

 

           災害対策本部 部名       部長名          

 

班名  班長名  

職名 氏名 所属（課・室名） 参集時間 備考 
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様式-２ 

（本部事務室「情報班収集・伝達担当」提出用） 

被害状況報告書 

 チェックリスト（参集途上） 

    □家屋、建物の倒壊現場又は倒壊の危険のある現場はないか。 

    □出火現場はないか。 

    □橋梁や道路の通行不能箇所はないか。 

    □水道、電気、ガス施設の被害が明らかな現場はないか。 

 被害状況報告様式（参集途上） 

所属・氏名  

報告日時  月  日     午前・午後   時   分 

被害状況 

（目撃） 

□家屋、建物の倒壊現場（倒壊の危険のある現場） 

 

 

□出火現場 

 

 

□橋梁や道路の通行不能箇所 

 

 

□水道、電気、ガス施設の被害箇所 

 

 

被害状況 

（伝聞） 

□家屋、建物の倒壊現場（倒壊の危険のある現場） 

 

 

□出火現場 

 

 

□橋梁や道路の通行不能箇所 

 

 

□水道、電気、ガス施設の被害箇所 

 

 

注）１  被害状況欄は、該当する項目の□をチェックし場所を記入する。 

２  情報の重複による混乱を避けるため、場所については番地又は住宅名、建物名まで詳しく把

握することが望ましい（難しければ概略で可）。 

３  自分自身で実際に目撃した情報と、伝聞により把握した情報は区別して報告すること。 
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様式-３ 

発 生 速 報 

 
                                                                           三 郷 市 
 

        日   時   分  受信 発信者  受信者  
  

１ 被害発生      

２ 被害場所 

 

３ 被害程度 

 

４ 災害に 

対する措置 

  

５ その他 

必要事項 

 

注）内容は簡単に要を得たものとする。 

 

出典）埼玉県地域防災計画 資料編Ⅱ-2-5-5 「被害情報の報告様式」 様式第１号 
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様式-４ 

経 過 速 報 

                                                                           三 郷 市 

 発信者  受信者  

災害の種別  発生地域  

被 害 報 告 月   日   時   分 現在 

報 告 区 分  

区  分 被 害 区  分 被 害 

人 

的 

被 

害 

死    者 人  田 

畑 

被 

害 

田 
流失・埋没 ha  

行方不明者 人  冠   水 ha  

負 

傷 

者 

重  傷 人  
畑 

流失・埋没 ha  

軽  傷 人  冠   水 ha  

   道 

路 

決       壊 箇所  

   冠       水 箇所  

住 

 

 

家 

 

 

被 

 

 

害 

全 壊(焼) 

棟  

そ 

 

の 

 

他 

 

被 

 

害 

文 教 施 設 箇所  

世帯  病       院 箇所  

人  橋 り ょ う 箇所  

半 壊(焼) 

棟  河       川 箇所  

世帯  砂       防 箇所  

人  清 掃 施 設 箇所  

一部破損 

棟  崖 く ず れ 箇所  

世帯  鉄 道 不 通 箇所  

人  被 害 船 舶 隻  

床上浸水 

棟  水       道 戸  

世帯  電       話 回線  

人  電       気 戸  

床下浸水 

棟  ガ    ス 戸  

世帯  ﾌ ﾞ ﾛ ｯ ｸ塀 等 箇所  

人     

非 

住 

家 

被 

害 

公共 

建物 

全壊(焼) 棟  被 災 世 帯 数 世帯  

半壊(焼) 棟  被  災  者  数 人  

そ 

の 

他 

全壊(焼) 棟  火 

災発 

生 

建     物 件  

半壊(焼) 棟  危 険 物 件  

   そ の 他 件  

 災害に対してとられた措置 

  (1) 災害対策本部設置の状況     日  時  分 設置 
  (2) 市のとった主な応急措置の状況 
  (3) 応援要請又は職員派遣の状況 
  (4) 災害救助法適用の状況 
  (5) 避難命令・勧告の状況     地区数                人員          人 
  (6) 消防機関の活動状況 
       ア 出動人員    消防職員    名 
                      消防団員    名   合計          名 
       イ 主な活動内容（使用した機材を含む） 

 

出典）埼玉県地域防災計画 資料編Ⅱ-2-5-5 「被害情報の報告様式」 様式第２号 
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様式-５  

確 定 報 告 

（1/2） 

                                                                                                三 郷 市 

災害の種別         発生地域   

被害日時        月    日から      月    日まで       

報告区分       確  定                                                 

                                                                                 

区  分 被  害 区  分 被  害 

人 
的 
被 
害 

死   者 人  
田 

畑 

被 

害 

田 
流失・埋没  ha   

行方不明者 人  冠 水  ha   

負 
傷 

重 傷 人  
畑 

流失・埋没  ha   

軽 傷 人  埋 没  ha   

     
道路被害 

決壊 箇所  

     冠水 箇所  

住 

 

家 

 

被 

 

害 

全     壊 

（全焼・流出） 

棟  

そ 

 

の 

 

他 

 

被 

 

害 

 文 教 施 設  箇所  

世帯   病       院  箇所  

人   橋 り ょ う  箇所  

半     壊 

（半  焼） 

棟   河       川  箇所  

世帯   砂       防  箇所  

人   清 掃 施 設  箇所  

一部破損      

棟   崖 く ず れ  箇所  

世帯   鉄 道 不 通  箇所  

人   船 舶 被 害  隻  

床上浸水      

棟   水    道  戸  

世帯  電    話 回線  

人  電    気 戸  

床下浸水      

棟  ガ    ス 戸  

世帯  ブロック塀等 箇所  

人  り災世帯数 世帯  

非 
住 
家 
被 
害 

公共 
建物 

全壊(焼) 棟  り災者数 人  

半壊 棟  
火災

発生 

建   物 件  

その 
他 

全壊(焼) 棟  危 険 物 件  

半壊 棟  そ の 他 件  
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（2/2） 

区  分 被 害 市町村災害対策本部                      

公 立 文 教 施 設 千円   名称                 

    設置      月   日   時 

     解散      月   日   時 

農林水産業施設 千円  

公 共 土 木 施 設 千円  

その他の公共施設 千円  災害対策本部設置市町村名                

小    計 千円                                          

                                        

 計                             団体    

公共施設被害市町村数 団体  

そ 

 

の 

 

他 

農産被害      千円  

林産被害      千円  

畜産被害      千円  災害救助法適用市町村名                            

水産被害      千円                                          

                                        

  計                             団体    

商工被害      千円  

   

   

そ の 他      千円  消防職員出動延人数 人                   

被 害 総 額       千円  消防団員出動延人数 人                   

備

  

 

 

考 

 １ 災害発生場所                                                            

                                                                            

                                                                            

                                                                            

 ２ 災害発生年月日 

                                                          

                                                                            

 ３ 災害の種類概要                                                          

                                                                            

                                                                            

 ４ 消防機関の活動状況                                                      

 

                                                                            

 ５ その他                                                                  

 

                                                                            

 

 

出典）埼玉県地域防災計画 資料編Ⅱ-2-5-5 「被害情報の報告様式」 様式第３号「被害状況調」 
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様式-６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被害状況受付表 
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様式-７ 

市町村 放送要請依頼用紙 

市町村名 

三郷市 

 

 

【件 名】           放送要請について（依頼） 

 

  年  月  日（  ）  ：   

三郷市災害対策本部 発第    号 

 

【本文】 災害対策基本法第57条に基づく放送要請を次のとおり依頼します。 

 

１ 要請理由                        ＜ﾁｪｯｸ欄＞ 

(1) 避難勧告、警報等の周知徹底を図るため            □ 

(2) 災害時の混乱を防止するため                 □ 

(3) 三郷市長から要請があったため                □ 

(4)                               □ 

 

２ 放送事項 

                                 について 

（別紙のとおり） 

 

３ 放送希望日時     ＜ﾁｪｯｸ欄＞ 

(1) 直ちに         □ 

(2) 日時          □    年  月  日（  ）  ：   

 

４ その他 

 

５ 連絡先 

課所名 担当名 職・氏名 電話／メールアドレス 

 

 

 

 

 

 

TEL 

内線 

無線番号 

E-mail 
 

 

出典）埼玉県地域防災計画 資料編Ⅱ-2-4-29「災害時における放送要請に関する協定」実施要領の第７条

関係、様式２ 
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別 紙 
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様式-８ 

第     号 

年  月  日 

 

 

埼玉県知事        殿 

 

       三郷市長 

 

 

 

自 衛 隊 災 害 派 遣 要 請 書 

 

 

下記の事由により、至急自衛隊の派遣を要請します。 

 

記 

 

１．災害の状況及び派遣を要請する事由 

 

 

２．派遣を必要とする期間 

 

 

３．派遣を希望する人員・車両・船舶・航空機等の概要 

（１）人  員 

 

 

（２）車両等の種類 

 

 

４．派遣を希望する区域及び活動内容 

（１）区  域 

 

 

（２）活動内容 

 

 

５．その他参考となるべき事項 
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様式-９ 

第     号 

年  月  日 

 

 

 

埼玉県知事         殿 

 

 

     三郷市長 

 

 

 

自 衛 隊 災 害 派 遣 撤 収 要 請 書 

 

 

 

当市        地区の避難救助活動のため、   年   月   日付 

三郷市災害対策本部 第      号をもって自衛隊の出動を要請しましたが、 

避難救助活動がおおむね完了いたしましたので、撤収方要請します。 

 

記 

撤収要請日時         年   月   日   時   分 
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様式-１０ 

救助実施記録日計票 

 

市町村名：三郷市 

 

責任者班  氏名                  印 

地区責任者 氏名                 印 

 

 

 

No.            （   月   日   時   分） 

員 数 ( 世 帯 )  

品目(数量・金額)  

受 入 先  

払 出 先  

場 所  

方 法  

記 事  

 

記入要領 

 

(1) 各救助の種類ごとに一葉作成する。 

(2) 記録票欄外のナンバー欄には、記録票作成ごとに一連番号を附するものとし、前回分を訂正する

必要が生じた場合、例えば、№10の次に№５の分を訂正する場合には、№11（№５訂正）のよう

に記載のうえ、前回分№５の記録票には朱で×印を附し、（№11に訂正済）とし、棄却すること

なくそのままナンバー順に綴っておく。 

 なお、救助の実施種類が多い場合には、救助の種類ごとに連番号を附し､ナンバー順に綴ってよ

い。 

(3) 記録票欄外の「救助の種類」欄の該当の救助名を○でかこみ、欄内該当欄に必要最小限度の事項

を記入する。 

(4) 機械器具等を無償で借上げた場合についても記録票を作成する。 

(5) 災害救助基金より放出した場合についても同様とする。 

(6) 被服寝具その他生活必需品の給与等で、県調達分と市調達分の双方があるときは、それぞれ別個

に記録票を作成する。 

 

出典）災害救助法様式４「救助実施記録日計票」 

救
助
の
種
類 

避 炊 水 救出 

修理 学 遺捜 遺処 

障    
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救助日報 
市町村名：三郷市 

報 告 機 関  受 信 期 間  

発 信 者  発 信 者  

報 告 時 限 月   日   時現在 発 信 時 限 月   日   時   分 

避

難

所

開

設 

開設期間 
開 設 日 時 日   時 被

服

寝

具

生

活

必

需

品

給

与 

県 よ り 受 入 又 は 

前 日 よ り の 繰 越 量 
点 

開設予定日 月   日 

既存建物 
箇 所 数 ヵ所 

本 日 支 給 

全失世帯数 
（   世帯） 

収 容 人 員 ヵ所 点 

野外建物 
箇 所 数 ヵ所 半床､床上

浸水世帯数 

（   世帯） 

収 容 人 員 ヵ所 点 

炊

出

し 

炊出期間 
開 設 日 時 日   時 翌 日 へ の 繰 越 量 点 

終了予定日 月   日 

医

療・ 

助

産

救

助 

医

療

救

護

班 

医 療 班 出 動 数 ヶ班 

炊 出 箇 所 数 ヵ所 救助地区  

炊き出し

人 員 

朝 人 
診療者数 

医 療 人 

昼 人 助 産 人 

夕 人 

医

療

機

関 

医 療 
施 設 数 ヵ所 

計 人 診 療 人 員 人 

給

水 

供 給 地 区 数 地区 
助 産 

施 設 数 ヵ所 

供 給 実 人 数 人 診 療 人 員 人 

供 給 水 量 ﾘｯﾄﾙ 救 助 終 了 予 定 月 日 月   日 

給水期間 
開 始 月 日 月   日 

り

災

者

救

出 

救 出 地 区  

終了予定日 月   日 救 出 を し た 人 員 人 

給水方法  

今後救出を要する人員 人 

救 出 終 了 予 定 月 日 月   日 

救 出 の 方 法  

 

出典）災害救助法様式４の２「救助日報」 
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市町村名：三郷市 

 

学

用

品

支

給 

県 よ り 受 入 又 は 

前 日 よ り の 繰 越 量 
点 

遺

体

の

処

理 

死 亡 原 因 別 人 数 
直接    人 

その他   人 

本 日 支 給 

小 学 校 
人 遺

体
処
理 

遺 体 洗 浄  

点 遺 体 縫 合  

中 学 校 
人 遺 体 消 毒  

点 遺
体
保
存 

既 存 建 物 利 用  

翌 日 へ の 繰 越 量 点 仮 設 建 物  

埋

葬

救

助 

前 日 ま で の 埋 葬 体 遺 体 処 理 機 関  

本 日 埋 葬 

大 人 体 
今後遺体処理を要する死体  

小 人 体 

計 体 
遺体処理終了予定月日  

翌日以降の要埋葬数 体 

埋 葬 終 了 予 定 月 日 月   日 

障

害

物

除

去 

障害物除去を要する戸数  
捜 索 地 区  

遺

体

の

捜

索 

遺

体 

捜索を要する遺体 体 本 日 除 去 し た 戸 数  

本 日 発 見 遺 体 体 
今後除去を要する戸数  

今後の要捜索遺体 体 

捜索の方法  障害物除去の終了予定月日  

捜 索 終 了 予 定 月 日 月   日 

輸

送 

公 用 車 使 用  

仮

設

住

宅 

着 工 月 日 
戸 借 用 車 使 用  

月   日 救 助 の 種 類  

竣 工 月 日 
戸 賃

金

職

員

等 

人 夫 雇 上 数  

月   日 従 事 作 業  

住

宅

修

理 

着 工 月 日 
戸 そ の 他  

月   日 

備

考 
 

竣 工 月 日 
戸 

月   日 
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様
式
-
１
１

 

物
資
受
払
簿
 

市
町
村
名
：
三
郷
市
 
N
O
 
 
/
 
 
 

 

救
助

の
種

目
別

 
年

 
月

 
日
 

品
 
 
名
 

単
位

 
受

 
 
入
 
 
先
 

又
は

払
出

先
 

購
 
入
 

単
 
価
 

受
 
 
高
 

払
 
 
高
 

残
 
 
高
 

備
 
  
 
考
 

数
量

 
金

額
 

数
量

 
金

額
 

数
量

 
金

額
 

 
年

 
月

 
日

 
 

 
 

 
 

円
 
 

円
 
 

円
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 (
注

)
 

１
「

救
助

の
種

目
別

」
欄

は
、

次
の

よ
う

に
区

分
し

て
、

記
入

す
る

こ
と

。
 

①
避

難
所

用
、

②
炊

き
出

し
そ

の
他

に
よ

る
食

品
給

与
用

、
③

給
水

用
機

械
器

具
・

燃
料

及
び

浄
水

用
薬

品
・

資
材

、
④

被
服

・
寝

具
等

、
⑤

医
療

品
・

衛
生

材
料

、
⑥

被
災

者
救

出
用

機

械
器

具
・

燃
料

、
⑦

燃
料

及
び

消
耗

品
 

２
各

救
助

の
種

目
別

最
終

行
に

受
高

、
払

高
、

残
高

の
合

計
を

明
ら

か
に

す
る

こ
と

。
 

な
お

、
物

資
等

に
お

い
て

、
都

道
府

県
よ

り
の

受
入

分
及

び
市

町
村

調
達

分
が

あ
る

場
合

に
は

、
そ

れ
ぞ

れ
の

別
に

、
受

高
、

払
高

、
残

高
の

合
計

を
明

ら
か

に
す

る
こ

と
。

 

３
救

護
班

に
よ

る
場

合
に

は
､
救

護
班

ご
と

に
､
救

護
業

務
従

事
期

間
中

に
お

け
る

品
目

ご
と

に
使

用
状

況
を

記
入

す
る

こ
と

。
 

 出
典
）
災
害
救
助
法
様
式
６
「
救
助
の
種
目
別
物
資
受
払
状
況
」
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様
式
-
１
２

 

物
資
の
給
与
状
況
 

市
町
村
名
：
三
郷
市
 
N
O
 
 
 
/
 
 
 

 
 住

家
区
分
 

程
度
区
分
 

世
帯
主
住
所
・
氏
名
 

基
礎
と
な

っ
た
世
帯

構
成
人
員
 

給
与
月
日
 

給
 
与
 
物
 
資
 

実
支
出
額
 

備
 
考
 

品
名
 

 
 

 
 

 

単
価
 

 
 

 
 

 

 
 

人
 

年
 

月
 

日
 

 
 

 
 

 
 

円
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

小
 
計
 

合
 
計
 

全
壊
(
焼
)・

流
出
 
 

世
帯
 
 

 
 

 
 

 
 

 
円

 
 

半
壊
(
焼
)
 
 
 
 
 
世
帯
 

 
 

 
 

 
 

 
 

円
 
 

床
上
浸
水
 
 
 
 
 
世
帯
 

 
 

 
 

 
 

 
 

円
 
 

 
 
 
 
 
 
 
世
帯
 

 
 

 
 

 
 

 
 

円
 
 

 災
害

救
助

物
資

と
し

て
上

記
の

と
お

り
給

与
し

た
こ

と
に

相
違

な
し

 

 

年
 

 
月

 
 

日
 

 

給
与

責
任

者
 

 
氏

名
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
印

 

(
注

)
１

 
「

住
家

被
害

区
分

」
欄

に
、

全
壊

（
焼

）
、

流
出

、
半

壊
（

焼
）

、
床

上
浸

水
の

別
を

記

入
す

る
こ

と
。

 

２
 
「

給
与

月
日

」
欄

に
、
そ
の

世
帯

に
対

し
て

最
後

に
給

与
さ

れ
た

物
資

の
給

与
月

日
を

記

入
す

る
こ

と
。

 

３
 

「
物

資
給

与
の

品
名

」
欄

に
、

品
名

、
単

価
、

数
量

を
記

入
す

る
こ

と
。

 

４
 

「
小

計
・

合
計

」
欄

は
、

該
当

し
な

い
も

の
を

二
重

線
で

消
す

こ
と

。
 

 出
典
）
災
害
救
助
法
様
式

1
1
「
物
資
の
給
与
状
況
」
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様
式
-
１
３

 

避
難
所
用
物
資
受
払
簿
 

市
町
村
名
：
三
郷
市
 
N
O
 
 
/
 
 
 

 

避
難
所
の
名
称
 

種
別
 

開
設
期
間
 

実
人
数
 

延
人
数
 

物
品

使
用

状
況
 

実
支
出
額
 

備
 
考
 

品
 
名
 

数
量
 

 
 

月
 
 日

 ～
 
月
 
 日

 
 

 
 

 
円

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

小
計
 

合
計
 

既
存
建
物
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ヵ
所
 

人
 

人
 
 

 
円

 
 

屋
外
仮
設
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ヵ
所
 

 
 

 

天
 
 
幕
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ヵ
所
 

 
 

 
 (

注
）

 
１

「
種

目
」

欄
は

、
既

存
建

物
、

野
外

仮
設

、
天

幕
の

別
に

記
入

す
る

こ
と

。
 

２
物

品
の

使
用

状
況

は
、

開
設

期
間

中
に

使
用

し
た

品
名

別
、

使
用

数
量

を
記

入
す

る
こ

と
。

 

３
他

市
町

村
の

住
民

を
収

容
し

た
と

き
は

、
そ

の
住

所
、

氏
名

及
び

収
容

期
間

を
「

備
考

」
欄

に
記

入
す

る
こ

と
（

た
だ

し
、

該
当

者
が

多
く

記
入

不
可

能
な

場
合

は
、

そ
の

「
避

難
者

名
簿

」

の
写

し
を

添
付

し
、

そ
の

旨
を

「
備

考
」

欄
に

記
入

す
る

こ
と

）
。

 

４
「

小
計

・
合

計
」

欄
は

、
該

当
し

な
い

も
の

を
二

重
線

で
消

す
こ

と
。

 

 出
典
）
災
害
救
助
法
様
式
７
「
避
難
所
設
置
及
び
収
容
状
況
」
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様式-１４ 

年 月 日 時 分

殿

年 月 日 時

年 月 日 時

地域衛星電話 地域衛星ＦＡＸ

その他参考となるべき事項（必要資機材等）

担当課室

NTT回線電話 NTT回線ＦＡＸ

航

空

部

隊

航空小隊

航空後方支援小隊

航空指揮支援隊 土砂・風水害機動支援部隊

応 援 等 要 請 日 時 ○○ 分

　 氏　名

＜連絡責任者＞

指

揮

支

援

部

隊

統括指揮支援隊 エネルギー・産業基盤災害即応部隊

密閉空間火災等対応小隊 その他（　　　　　　　　　　）

指揮支援隊 ＮＢＣ災害即応部隊

消防活動二輪小隊

指揮隊 後方支援小隊 特
殊
装
備
小
隊

遠距離大量送水小隊

救助小隊
特

殊

災

害

小

隊

震災対応特殊車両小隊

救急小隊 大規模危険物火災対応小隊 水難救助小隊

毒劇物等対応小隊

水上小隊

（消防庁長官）

第　　　　　　　　　　　報

災 害 発 生 場 所

　 消防組織法第44条第１項の規定に基づき、○○年　　月　　日　　時　　分に電話により

都道
府県

市区
町村

行った緊急消防援助隊の応援等の要請について、詳細の災害の状況等を報告します。

災 害 発 生 日 時 ○○ 分頃

（都道府県知事）

○○

緊急消防援助隊の応援等要請

・必要な応援部隊　※必要な隊（部隊）に○を付ける。必要（部）隊数が分かる場合は、隊数を記入。

その他参考となるべき事項（必要資機材等）

別記様式１－１

出動可能な全隊

出動を希望する区域・活動内容

災　害　の　状　況
原子力施設等 被　害

石油コンビナート等 被　害

・必要な応援都道府県大隊　※必要な隊に○を付ける。必要隊数が分かる場合は、隊数を記入。

消火小隊 通信支援小隊
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様式-１５ 

被災者台帳 
 

被災者台帳情報提供の様式（本人） 
 

フ リ ガ ナ  

氏 名 印    

生 年 月 日    年    月    日 性別 男 ・ 女 

住 所 三郷市       丁目     番     号 

提供を求める 

台 帳 情 報 

希望する提供情報に○をつけてください。 

１．氏名 

２．生年月日 

３．性別 

４．住所又は居所 

５．住家の被害その他市長が定める種類の被害の状況 

６．援護の実施の状況 

７．要配慮者であるときは、その旨及び要配慮者に該当する事由 

８．電話番号その他の連絡先 

９．世帯の構成 

10．罹災証明書の交付の状況 

11．１から 10 に掲げるもののほか、被災者の援護の実施に関し市長が必要と認める

事項 

 ①               

 ②               

 ③               

 ④               

 ⑤               

申請者連絡先 

電 話  Ｆ Ａ Ｘ  

携 帯 電 話  E - m a i l  

 

役所確認欄 

※本人確認の証明書（該当する箇所に丸をつける） 

個人番号カード  運 転 免 許 証  

身 分 証 明 書  保 険 証  

そ の 他 確認手段：  

 

 

出典）内閣府「被災者台帳」（別添１）被災者台帳情報提供の様式例（本人） 
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被災者台帳情報外部提供同意の様式 
 

フ リ ガ ナ  

氏 名  

生 年 月 日     年    月    日 性別 男 ・ 女 

住 所 三郷市       丁目     番     号 

連絡先（市または外部提供先からの問い合わせが可能な連絡先をご記入ください） 

電 話  Ｆ Ａ Ｘ  

携 帯 電 話  E - m a i l  

あなたの台帳情報の外部提供について、以下の①～③いずれかをお選びください。 

（全ての提供先、情報の範囲に同意） 

 ①提供先、提供する情報の範囲を問わず、申請者から台帳情報の提供申請があった場合に、台帳

情報を提供することに同意します。 

（任意の提供先、情報の範囲に同意） 

 ②下記にチェックした提供先、提供する情報の範囲において、申請者から台帳情報の提供申請が

あった場合に、台帳情報を提供することに同意します。 

 

下記のⅰ～ⅳにおいて、台帳情報の提供に同意する提供先、提供を同意する情報の範囲をチェック又

は記載してください。 

外部提供先 

及び 

提供可能情報 

ⅰ公共料金等減免 

□電力会社（東京電力（株）） 

□ガス会社（東京ガス（株）） 

□水道料金（三郷市 水道部 業務課 料金係） 

□下水道料金（三郷市 下水道課 計画管理係） 

□ＮＨＫ 

□ＮＴＴ 

□携帯電話会社（会社名・支店名              ） 

連絡先（市において把握している場合は不要）： 

住所：〒     三郷市     丁目     番     号 

電話：                             

E-mail：                            

担当者：                            

□その他（            ） 

連絡先（市において把握している場合は不要）： 

住所：〒     三郷市     丁目     番     号 

電話：                             

E-mail：                            

担当者：                            

※同意された提供先に対し、被災者台帳に記載・記録された情報のうち、料金減

免に必要な情報を提供します。 

※市に対するもの（税、保育料等）については、外部ではないため、本様式によ

る同意は不要です 

ⅱ被災者支援団体等への提供 

□民生委員・児童委員 

□社会福祉協議会 

□町内会等地域自治組織 
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□消防団 

□その他（民間事業者、NPO、ボランティア団体等） 

団体等名称：                   

団体等連絡先（市において把握している場合は不要）： 

住所：〒     三郷市     丁目     番     号 

電話：                             

E-mail：                            

担当者：                            

□提供を同意する情報（                ） 

※別添から番号を記入ください 

□提供先団体が希望する（申請する）情報はすべて提供しても良い 

 

ⅲ被災者支援に関する各種制度を有する団体への提供 

□社会福祉協議会（再掲） 

□国（官署名：         ） 

□被災者生活再建支援法人 

□独立行政法人住宅金融支援機構 

□その他 

団体等名称：                   

団体等連絡先（市において把握している場合は不要）： 

住所：〒     三郷市     丁目     番     号 

電話：                             

E-mail：                            

担当者：                            

 

□提供を同意する情報（                ） 

※別添から番号を記入ください 

□提供先団体が希望する（申請する）情報はすべて提供しても良い 

 

ⅳその他 

提供同意する団体名：             

提供を同意する理由：                          

団体等連絡先（市において把握している場合は不要）： 

住所：〒     三郷市     丁目     番     号 

電話：                             

E-mail：                            

担当者：                            

□提供を同意する情報（                ） 

 ※別紙から番号を記入ください 

□提供先団体が希望する（申請する）情報はすべて提供しても良い 

 ③台帳情報を提供することに同意しません。 

 
※同意いただいた内容について、同意された外部提供先から災害対策基本法施行規則第８条の６の

規定に基づく申請があった場合、同意及び申請の範囲内で被災者台帳掲載情報を提供いたします。 
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別紙 

 

＜被災者台帳掲載情報（法令の定めによるもの）＞ 

 

１．氏名 

２．生年月日 

３．性別 

４．住所又は居所 

５．住家の被害その他市長が定める種類の被害の状況 

６．援護の実施の状況 

７．要配慮者であるときは、その旨及び要配慮者に該当する事由 

８．電話番号その他の連絡先 

９．世帯の構成 

10．罹災証明書の交付の状況 

11．１から 10 に掲げるもののほか、被災者の援護の実施に関し市長が必要と認める事項 

 ①               

 ②               

 ③               

 ④               

 ⑤               

 

（備考） 

１．本様式は、災害対策基本法施行規則第８条の５第４号の規定に基づく本人の同意を確認するた

めのものです。 

２．被災者台帳は、災害対策基本法第 90 条の３の規定に基づき、市が被災された方の援護を総合

的かつ効率的に実施するための基礎となる台帳で、法令に基づき、上記１から 11 に掲げる事項

が掲載されております。 

３．被災者台帳掲載情報については、市が被災された方の援護を実施するために作成するものです

が、災害対策基本法第 90 条の４の規定に基づき、①本人、②本人の同意がある場合はその提供

先、③当該市役所内、④他の地方公共団体（台帳情報の提供を受ける他の地方公共団体が、被災

者に対する援護の実施に必要な情報に限ります）に提供することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）内閣府「被災者台帳」（別添２）被災者台帳情報提供の様式 



 

様式 - 23 

 

被災者台帳情報提供依頼文書（地方公共団体） 
 

   第   号 

  年 月 日 

 

市（区・町・村）長 

             様 

 

三郷市長 

 

 

被災者台帳情報の提供について（依頼） 

 

災害対策基本法施行規則（昭和三十七年総理府令第五十二号）第８条の６の規定に基づき、貴団

体において整備された被災者台帳情報について、被災者の援護を総合的かつ効率的に実施するため

必要があることから、下記の情報について、ご提供いただきますよう、よろしくお願いいたします。 

 

 

記 

 

１．申請者の氏名及び住所 

代表者：三郷市長 

 所在地：埼玉県三郷市花和田 648 番地 

 担 当：      課 

 （担当連絡先：電話    －  －     、FAX    －  －       

        E-mail                             ） 

 

２．申請に係る被災者を特定するために必要な情報 

 

３．提供を受けようとする台帳情報の範囲 

 ・災害対策基本法第 90 条の３第２項第１号に規定する氏名 

 ・災害対策基本法第 90 条の３第２項第２号に規定する生年月日 

 ・災害対策基本法第 90 条の３第２項第４号に規定する住所又は居所 

 ・災害対策基本法第 90 条の３第２項第６号に規定する援護の実施の状況 

 ・災害対策基本法施行規則第８条の５第１項第１号に規定する電話番号その他の連絡先 

 ・災害対策基本法施行規則第８条の５第１項第３号に規定する罹災証明書の交付の状況 

 

４．使用目的 

 貴市（区・町・村）から本市に避難している被災者に対する援護を総合的かつ効率的に実施する

ため 

 

５．提供を希望する媒体 

  電子媒体（     形式） 紙媒体（個表・一覧） その他（     形式） 

 

６．その他 

 

 

 

出典）内閣府「被災者台帳」（別添３）被災者台帳情報提供依頼文書（地方公共団体） 
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被災者台帳情報提供依頼文書例（NPO・民間等） 

 
   第   号 

  年 月 日 

 

三郷市長 

          様 

 

特定非営利活動法人       

代表       

 

被災者台帳情報の提供について（依頼） 

 

災害対策基本法施行規則（昭和三十七年総理府令第五十二号）第８条の６の規定に基づき、貴団

体において整備された被災者台帳情報について、貴市から委託を受けている「    者支援事業」

により被災者に対する援護を実施するため必要があることから、下記の情報について、ご提供いた

だきますよう、よろしくお願いいたします。 

 

 

記 

 

１．申請者の氏名及び住所 

代表者：特定非営利法人         代表       

 所在地： 

 担 当： 

 （担当連絡先：電話    －  －     、FAX    －  －       

        E-mail                             ） 

２．申請に係る被災者を特定するために必要な情報 

 

３．提供を受けようとする台帳情報の範囲 

 ・災害対策基本法第 90 条の３第２項第１号に規定する氏名 

 ・災害対策基本法第 90 条の３第２項第２号に規定する生年月日 

 ・災害対策基本法第 90 条の３第２項第４号に規定する住所又は居所 

 ・災害対策基本法施行規則第８条の５第１項第１号に規定する電話番号その他の連絡先 

 

４．使用目的 

 貴市から委託を受けている「    者支援事業」により被災者に対する援護を実施するため 

 

５．その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）内閣府「被災者台帳」（別添４）被災者台帳情報提供依頼文書例（NPO・民間等） 
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様式-１６ 

様式第１号（第５条関係） 

罹災証明書交付申請書 
年  月  日 

三郷市長 あて 

 

申請者 

住 所 
 

氏 名 
 

電話番号 
 

被災住家（非

住家）の所在

地・種類 

所在地 三郷市 

種 類 

□住家    

□事務所  □店舗  □倉庫  □工場   

□その他（     ） 

被災者氏名、

被災住家（非

住家）との関

係 

氏名（世帯主名）                □申請者と同じ  

 

法人・事業者名 

 

   ㊞ 

 関 係 □所有者       □使用者  

申請者と

被災者の関係 

□本人      □世帯員     □相続人 

□その他 （           ）※委任状が必要 

□法人・事業者の（ □代表者  □使者 ） 

災害名 
 

証明書発行数   計   通 

添付書類    □被害の状況がわかる写真 

その他必要書類 □申請者の本人確認書類 □所有者確認書類 □相続人確認書類 

        □委任状 



 

様式 - 26 

様式-１７ 

 

様式第２号（第５条関係） 

罹災申告受理証明書交付申請書 
年  月  日 

三郷市長 あて 

 

申請者 

住 所 
 

氏 名 
 

電話番号 
 

被災家屋等の

所在地･種類 

･被害の程度 

所在地 
三郷市 

 

種 類 

□住家  □事務所  □店舗  □倉庫   

□工場  □その他の家屋（       ） 

□動産（             ） 

被害の程度  

被災者氏名、

被災家屋等と

の関係 

氏名（世帯主名） □申請者と同じ  

 

法人・事業者名 

 

   ㊞ 

関 係 □所有者       □使用者  

申請者と

被災者の関係 

□本人      □世帯員     □相続人 

□その他 （           ）※委任状が必要 

□法人・事業者の（ □代表者  □使者 ） 

災害名 
 

証明書発行数   計   通 

添付書類    □被害の状況がわかる写真 

その他必要書類 □申請者の本人確認書類 □所有者確認書類 □相続人確認書類 

        □委任状 
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様式-１８ 

様式第３号（第７条関係） 

第       号 

罹 災 証 明 書 
世帯主住所  

世帯主氏名  

 

罹災原因    年   月   日の            による 

 

被災住家※の 

所在地 

三郷市 

住家※の被害の 

程度 

 

浸水区分  

※住家とは、現実に人が居住のため使用している建物をいう。 

 

法人・事業者 

所在地 

 

法人・事業者名  

被災非住家の 

所在地 

三郷市 

被災非住家の 

種類 

□事務所  □店舗  □倉庫  □工場 

□その他（        ） 

非住家の被害の 

程度 

 

 
 上記のとおり、相違ないことを証明する。 

 

      年  月  日 

                 三郷市長           
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様式-１９ 罹災申告受理証明書 

様式第４号（第７条関係） 

第       号 

罹災申告受理証明書 

被災者住所 
 

被災者氏名 
 

法人・事業者 

所在地 

 

法人・事業者名 
 

 

罹災原因 年  月  日の           による 

 

被災家屋等の 

所在地 
三郷市 

被災家屋等の 

種類 

□住家  □事務所  □店舗  □倉庫  □工場 

□その他の家屋（    ）  □動産（    ） 

家屋等の被害の 

程度 

 

浸水区分 
 

 

 

 

 

備  考 

 

 

 

 

上記のとおり、申告があったことを証明する。 

 

      年  月  日 

三郷市長           
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様式-２０ 罹災証明再調査申請書 

 
様式第５号（第９条関係） 

罹災証明再調査申請書 
年  月  日 

三郷市長 あて 

 

申請者 

住 所 
 

氏 名 
 

電話番号 
 

被災住家（非

住家）の所在

地・種類 

所在地 
三郷市 

 

種 類 

□住家    

□事務所  □店舗  □倉庫  □工場   

□その他（     ） 

被災者氏名、

被災住家（非

住家）との関

係 

氏名（世帯主名）                □申請者と同じ  

 

法人・事業者名 

 

   ㊞ 

関 係 □所有者       □使用者  

申請者と

被災者の関係 

□本人      □世帯員     □相続人 

□その他 （           ）※委任状が必要 

□法人・事業者の（ □代表者  □使者 ） 

再調査を求め

る罹災証明書 

文書番号    第      号 

交付年月日     年    月    日 

再調査を求め

る理由 
 

添付書類    □被害の状況がわかる写真 

その他必要書類 □申請者の本人確認書類 □所有者確認書類 □相続人確認書類 

        □委任状 
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様式-２１ 

放射性物質事故災害情報収集・通報受理票 
 

受理日時 
     年  月  日（  ） 

     時  分 ～  時  分 
受理者(所属)(                  ) 

提供・ 

通報者 

住 所  

氏 名  ※ 公共機関の場合は名称             (電話        ) 

発生日時       年   月   日（   ）    時    分 

発生場所  

件  名  

事故等の 

概要 
①事故等の種類 

（放射性物質の種類・量） 

②原因及び状況  

③死傷者等の人身事故の有

無及び負傷の程度 
 

④被ばく又は汚染の有無  

⑤事故等の拡大の有無 
(輸送容器の損傷、漏えい徴候の有無、現場近くの火災発生あるいは可燃

物、爆発物の有無等) 

⑥線量当量率測定結果  

⑦輸送物の表面密度測定結

果及び漏えいの有無 
 

⑧現在講じている措置の概

要 
 

⑨必要とする専門家  

⑩気象情報 
（天候、風向、風速、大気の安定度等） 

⑪周辺環境への影響の有無  

⑫その他参考となる事項  

被 災 者 
※住所、氏名、年齢、性別等判明している場合に記入s 

事故等に 

係る処理 
処理日時      年  月  日（  ）   時   分 

処理概要  

連 絡 先  担当者          (電話        ) 
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様式-２２ 

特定事象発生通報（第１０条通報） 
 

  年  月  日 

 

経済産業大臣、国土交通大臣、都道府県知事、市町村長 様 

第 10 条通報 

通報者名               

連 絡 先               

 

特定事象の発生について、原子力災害対策特別措置法第10条第１項の規定に基づき通報します。 

原子力事業所の 

名称及び所在地 

 

特定事象の発生箇所 
     都道府県     市町村 

                               

特定事象の発生時刻    年   月   日   時   分頃（24 時間表示） 

発

生

し

た

特

定

事

象

の

概

要 

特定事象の種類 
①事業所外運搬放射線量上昇  ②事業所外運搬放射性物質漏えい 

その他（                         ） 

想定される原因 
火災、爆発、地震、沈没、衝突、交通事故、故障、誤操作、調査中 

その他（                         ） 

検出された放射線

量の状況、検出さ

れた放射性物質の

状況又は主な施設

・設備の状態等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他の特定事象の把

握に参考となる情報 

 

 

 

 

 

 

 


